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　　　　　　電子自治体推進の現状と課題
　　　　一新潟県における自治体調査および住民調査の分析一
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1．’はじめに
（1）背景と目的
　1980年代から地方自治体が盛んに取り組んできた情報化事業は、1990年代のインターネッ
トの急激存普及を機に、行政サービスの再編を視野に入れた電子自治体としての取り組みと
して推進されてい乱ミレニアムプロジェクトとして国レベルで「e－J即m戦略」が打ち出さ．
れ・住民基本台帳ネットワークなどの基盤システムの本格稼動を迎えているものの、住民に
対する利用イメージの提示などは未だに具体的になっていない。
　このような背景のもと・本研究では新潟県内の自治体と住民に対するアンケート調査を実
施し、電子自治体に関する実態及び意識を明らかにしていく。これらの調査結果から、住民
のライフスタイルと電子自治体への二一ズ等について考察するとともに電子自治体の推進方
策を検討する。
（2〕調査の概要
　平成13年・14年の2ヵ年にわたり・．新潟県内の全市町村を対象にした電子自治体への取り組
．み状況などについての「自治体調査」と・新潟市および堀之内町’（県内中部の山間部）と村
上市（県北部の中核市）牟対象とした住民に対し行政窓□への揮足度や電子自治体への期待、
利用意向に関する填目を申心とした「住民アンケート調缶」を実施した（図一1）。
　平成13年の調査においては・自治体調査でほ「電子申請」等については高い関心が示され
ているが・実現に向けて取り組みがなされている自治体はごく一部であり、大半は予算確保
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が困難な事などを理由に先送りしている実態が明らかになった。また、住民アンケート調査
では「費用負担は軽い・時間短縮につながるサービス」を大多数の住民が望んではいるが、
「多少の費用負担増が見込まれる・利便性の高いサービス」を望んでいる層もおり、サービス
には二つの方向性があることが明ら赤になった（山口・草瀬、2002且，2002出）。
　平成14年の調査ぞは、この二つの方向性について、さらに推進モデルとして具体化するた
めに、新潟市とは地域特性の異なる堀之内町（平成16年I1月1日に合併し魚沼市の」部となる）
と村上市での住民アンケートを実施した。
　これら一連の調査は新潟県内のケーススタディではあるが、全市町村を対象とすることで
人口規模や地域性が様々な自治体の実態を把握することができ、我が国の自治体の持つきま
ざまな課題や住民が期待する電子自治体の二一ズに関して、一般的な状況を探ることが可能
であると考えた。電子自治体に関し、住民側と自治体側の両者を視野に入れた調査に基づく
分析は、今後の電子自治体の展開を考える上で大きな意義を持つと考えられ糺
◆　旧年白治体調査
　・平成1ヨ年11月吏抽
　・肘象：新獺県内牟市町村O11団体〕
　・有劫票：，ヨ団体｛肥、昌兜〕
・電手自措体に対すム間心が高い自措体肚争いが、具体曲　掘
問題」　　　　　　　　　　　　醸
■　　◆　1ヨ年庄住民アンケLト調推　　　　　　■
■　　　　・平成1一年ヨ月実施　　　　　　　　　■
■　　　　　・新掲i市中一亡・商業地城での街頭調査　　　■
■　　　　　・有劫票：ヨηサンプル　　　　　　　　■
　　　　　　　住民の智手自措体傾からサーピスの
　　　　　　　展開方向には二つの方向性
　・r措用負担は軽い・時問短舘につ壮がる」サーピス　　　　輻
　　　　　　　　　　　→大多撞に望まれてい里　謹
　・「盟用員旭は多少Lても・甲」価性の高い」サーピス　　　　　種
　　　　　　　　　一少数であ壇が望凱てい尾嚢
◆
図一1調査の構成と各調査の概要
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（3〕本研究における電子自治体の範囲
　電子自治体には・住民に対するサービスを提供するための情報システム、庁内の効率化の
ための精報システムなど・さまざまな業務と情報システムが絡んでくる。これらを単純化し、’
下図のように整理した。
　「住民アンケー．ト調査」においては、これらの中でも「役場」と「住民」との関係が変化す
ると思われる「余暇一文化活動支援」や「日常生活支援」に関わるサービスに．着目し、窓口
業務を電子的な新しい方法で行われることを・想定した質問を重点的に盛り込和だ。
図一2　電子自治体の範囲
2．市町村の庁内情報化の現状と電子自治体への取り細み状況
｛1）自治体調査結果からみた庁内備報化の現状
　2ヵ年にわたる薪潟県の全市町村を対象とした自治体調査の結果の概要は表一1の通りであ’
る・叩のパソコンの整備状況や電子㌃」レの活用状況などについ下は・1年聞という年月で
自治体においても急激な王丁化が進展していること’がわかる。また、平成1ρ年調査では電子自
治体を推進する上での課題として9割近くが「予算の確保」と多数を占めたため、平成14年調
査では「予算の確保」以外の選択肢として．「市町村合併」「住民の情報リテラシー格差」を新
設したところ・「市町村合併」が約6割を占め、最も多い回答となった。
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表一1　平成13年、14年の自治体アンケート言晴査の比較項目
　　　（庁内のlT化の状況、電子自治体への取り組み状況）
（2）「電子自治体」のサービスの展開方向
　平成14年調査においては、電子自治体の具体的なサービス展開についての検討状況を明ら
かにするため、情報システムの導入を検討している行政サーピス及ぴその導入方法について
尋ねた（表一2〕。情報システムの導入・検討状況についてはどのサーピスも丁未検討」が最
も多く、「電子入札」「電子選挙」では呂割を超えている。丁導入済み」としては「図書館の蔵
書検索等」（17、ヨ％）、「公共施設利用の予約受付」（12．5％）が挙げられ、『検討中』のサービス
としては「公共施設利用の予約受付」（394％）、「電子申請」（3卑、6％〕の」l1頁となっている。
表一2情報システムの導入・検討状況及ぴ妥当な導入方法（平成14年調査、単位1％）
帽報シユテムの導入・検討状況 妥当と思われる導入カ法
　　　　　　　　　　　未検討　　　パッケージ．業者に委託し　周辺市町村と導入済み．　　検討中　　〔該当しない〕　　壇入　　　て開発　　　　の共同開発
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また、優先的に着手すべき電子自治体表一3
サービスの展開方法を複数回答で尋ねた
ところ、表一3のような結果が得られた。
これによると「住民のパソコン利用を想
定したW巳b上での展開」が君割を超え、
「出張所、公民館など地域施設を利用」
（33．7％）、「公共端末による展開」（30．8％〕
などを大きく引き離している。
4一電子自治体への住民二一ス
（1〕主な…周査項目と結果
　属性、パソコンの所有やインターネットの利用状況などについての二つの調査の結果を
表一4にまと’める。インターネットの利用頻度を比べると調査時期に半年ほど差があることを
考慮しても・地域特性にはあまり差がなく、インターネットの利用が急速に進んでいる様子
がうかがえるo
表一4平成13年、14年の住民アンケート調査の結果
　　　（属性、情報機器・インターネットとの関わり方）
主な質問項目
屈性
情報機器・
インクー．ネ
ットとの閲
わり方’
性・年代
居住地
パソコンの有無
インク」ネットの弄コ」用頻度
　（上位ヨ位の結果〕
　　W岳bの耳■」用方法
｛複数回答、上位ヨ位の結果〕
「電子政府」「電子自治体」の認知巫
新潟市調査（平成13年度〕の結果
・男性ヨo．珊、女性4昌、珊’
・一19歳、！O代ヨ！．2％
・ヨO山岬ft2冨、5蹄
・50代、咽．5％
①新渇市59．4％
②新湯市以外の県内市町村ヨヨ．脇
①『ある」57．ヨ％
②「右い」41．4％
①「ときどき佳oている」ヨ，、…％
②「毎日のように使oている」別．眺
③「値oたことが無い」1ヨ．g％
①「其味のあることを調ぺる」79．脇
②「専門的在知識を検索」ヨ2、ヨ％
③『最新のニュ］ス在どを知る」ヨ1、ヨ％
①「はじめて閉いた」‘1．脇
②「聞いたことがある」ヨo．眺
③「内容まで知うている」‘．珊
堀之内町、村上市｛平成14年度〕の結果
・男性4三．棚、女性ヨ4、慨
・一1，歳JO代1，．脇
・ヨo山4“t‘o．5％
・50代＾螂．呂％
｛堀之内町調査｝堀の内1町畠1．蝋
く村上市調査｝村上市ヨ1．呂％、郡内ヨo．o％
①「あ苫」“．5％
②「ない」四．ヨ％
①「毎日のように使っている」、r’とき
　どき使っている」四．冒％
③「ほとんど使わ右い」1o．ヨ％
①「興味のあることを調べる」’帖．ヨ％
②「外出時などに捕報を得る」ヨヨ．ヨ％
③r最新の二・・一ス右どを知る」四．脇
①．「聞いたことがあ石」4昌、O％
②「はじめて聞いた」ヨ‘」冊
③、「内容まで知oている」1L脇
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　また、「『電子政府』『電子自治体jの認知度」については新潟市調査の約10ヵ月後に行った
堀之内町・村上市調査では「聞いたことがある」が「はじめて聞いた」を上回り半数近くを
占め、認知度が急激に上昇したことを示している。
（2）行政窓口の満足度と距離
　行政窓□の現行の方法などについて、『申請用紙等の記入のし易さ』丁申請から交付までの
所要時問」『窓□開設の時聞帯、曜日」『職員の対応」『手数料』の5項目の満足度をたずねた
（表一5）。
表一5　行政窓口の現状と満足度
　新潟市調査では、『窓□開設の時間帯、曜日』と『手数料』の2項目は不満感が強くあらわ
れており・rどちらかといえば不満」．とr不満」’．を合計するとr千数料1では・・、・叱、r窓口
開設の時閻帯、曜目』では49．1％と半数近くに達す乱
　堀之内町・村上市調査においては『手数料」は不満感が最も強く、次いで『窓口開設の時
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問帯・曜日」となっている。また、どの項目も新潟市調査よりも「満足」「どちらかといえば
満足」の割合が高い傾向にある。
（3〕電子自治体サービスの利用意向
　堀之」内・村上市調査のみでぽあるが、電子自治体のサービス別の利用意向を尋ねてみた。
ここでは・自治体の窓口桑務のなかで住民との関わりが深いサービスとして「住民票の写し
や印鑑証明の申請」「証明書の申請や税の申告」を、当該地域では実施されていないが全国的
には自’治体が提供を開始しているサービスとして「公共施設利用の予約受付」「図書館の蔵書
検索，予約」「電子選挙」を取り上げ；これら5つのサービスの利用意向を尋ねた結果が表一6
である。
　ここに示すように・サービスの種類にかかわらず「禾1」用したい」の割合が4割以上を占めて
おり・大きな差異は見られない。また・それぞれのサ∵ビスの利用イメージについては表一7・
の通りで、’どのサービスとも「自宅のパソコンから」’が半数以上を占めている。「住民票の写
しや印鑑証明の申請」、「証明書の申請や税の申告」については「地域施設の窓□で」「銀行の
ATMのように」という利用イメージが各1割程度の割合を占めており、「公芙施設利用の予約
受付」「図書坤の蔵書検索・予約」「電子選挙」では「携市電話のサイトから」が2位に挙げら
’れ・サ∵ビスによって若干の利用イメージが異なる様子がうかがえる。また利用イメージは
年代による違いが現れており（図一2）・男女とも若年層ほど「携帯電誌のサイトから」の割
合が他の年代に比べ目立って高くなっている。
　自治体におけるIT化・インターネット環境は急速に進んでいるものの、電子自治体の取り
組み状況は・導入済みの情報システムの割合の低さなどから見下も進えでいるとは言い難い。
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　また、電子自治体のサービスについては、提供側の自治体も利用者側の住民も、ともにサ・
一ビスの種類についての反応は大きな差が皐られず、提倶方法（住民からは利用方法）で
「自宅のパソコンWebの利用」と方向性が一致している。しかし、自治体の提供するWeb上で
は業務に関する情報提供が中心であり、申請書のダウンロードなどが行われているに止まっ
てお’り、電子入札や電子自治体への移行を意識したメニュー作りが行われている自治体は一
．握りに過ぎない。また、住民の年代別に見ると若年層の「携帯電話からの利用」の二一ズも
無視できない割合を占めており、今後は携帯電話を介したサービスの内容、申請方法につい
ての検討が必要であると考えられる。
表一7　電子自治体サービス別の禾■」用イメージ’（堀之内・村上市調査，n三379，単位1％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話やF＾X自宅のバソ　携帯サイト銀行＾TMの地域施設の　コンピニ左　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の自動応答　　その他コンから　　から　　　　ように　　　窟口で　　　どで　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　システムで
住民票の写Lや印鑑証明の申請　　　　50．7暢
証明書の申謂や税の申告
公共施設弄■」用の予約受付
図書館の蔵書横索，予約
電子選挙
50，7呪
5ヨ．ヨ冊
9，o兜 11．コ拓　　　11．1呪
7，4拓　　　　10．O暁　　　　1ヨ、2呪
15．o拓
54、‘拓　　　　15．ヨ呪
52．5％　　　　ll．6呪
5．昌呪
4，5呪
5．ヨ呪
5．ヨ晃
5、呂拓
lo、宮暁
4．7冊
5、ヨ兜
5・o弔
5．君％
4．o暁
6．9％
6．ヨ呪
7．4鴨
‘．9鴨
7，4兜
‘．‘％
7．1乾
7，9晃
7．1暁
冨、4冊
（4〕電子自治体に望まれるサービスの方向
　電子的な手続きに移行した際に利用．者である住民はどのような点を重視するであろうか。
行政の窓口手続き牟電子的な方法でなされる「新しい手続き」について下のような5つの要素
を挙げ、これらの重要度を明らかにするために一対比較め形式で尋ねた』これら5つの要素の
中から順に2つずつ比較L、「重要」「どちらかといえば重要」を合計した割合で5要素の重要
度の順位を表したものが図一4であ乱ごこに示す通り、新潟市調査、堀之内町・村上市調査
ともに「手数料が値上がりしないこと」が一位で「申講してすぐに交付されること」が2位で
あることは共通している。
　ヨ位以下の要素をみると、中核市部では3位に挙げられている「24時間利用可能なこと」と4
位の「自宅から可能なこと」は大きな差は見られず、5位の「職員が直接対応すること」を引
き離しており・「いつでも・’どこでも一に関わる要素が重視されでいることがわかる。一方・
山問部では「自宅から可能なこと」が3位に挙げられ、「24時間利用可能なこと」は4位の「職
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員が直接対応」と僅差ながら5位となっており、「いつでも」はきほど重視されていないこと
がわかる。
　図一4を簡素化し、5つの要素の順位だけに着目したものを表一9に示す。性年代別にみると、
新潟市調査・堀之内町・村上市調査とも3ト40代の男性は「所要時聞」の重要度が「手数料」
を抑えており・「多少の手数料は負担しても所要時間を短く」という二一ズがあらわれている。・
30～40代の男桂は現状の窓□に対して特に不満の強い層であることは前述の通りであるが、
この不満は電子甲な手続きへの期待感にもつながらていると考えられ乱また、「申請しそす
ぐに交付されること」’といった「新しい手続き」に30～40代を中心とした期待が集まる一方、
◆「新しい手続き」に関わ砧つの要素
　24時問利用可能なこと（14時問〕．
　手数料が値上がりしないこと（手数料〕
　自宅から利用可能なこと’（自宅から〕
　申請してすぐに交付されること（所要時間〕．
　職貝が直接対応することく職員が直接対応〕’
両調査とも女性では年代赤」ヒがるにつれ「職員
が直接対応」の重要度が高くなる傾向があり’、
特に山間部では50代以上の女性でその傾向は強
いが、こうした「人的な介在」という二一ズも
無視できないものと考えられる。
＾　　　　　　　　B　　　　　　　拮よ｝＾的重要度が
　　m．O　　　　　　　　　　　■Oホイント高いこと圭亜す　…
く中横市部謂査の措果〉． く山1冊部謂査の持呆〉
手毅脅 手数牌
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1一・‘　　職員が曲接対応
ヨ．1
甜、茗 四時間利用可能
図一4　「新しい手続き」に関する5つの要素の重要度
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表一8「新しい手続き」に関わる5つの要素の順位
　　全体｛Fヨη〕
　｛1蓼歳，20代｛血＝1㎝〕
男性ヨo…州t〔■一57〕・
　ヨ釧モーn三”〕
　一19歳，1o代1皿＝1o〕
女
　前代一｛一4！〕
　　全体（n，ヨー9〕
　一1筥歳．1o代（n＝四〕
男
　50代～｛r42〕
　＾1o歳．1b代1血＝45〕
女　ヨO～40代｛n，1刎性
　ヨo代…｛■＝ヨ4〕
く5）費用負担と利用イメージの関わり
　先に述ぺた通り’、電子自治体サーピスの要素の丁対比較では「手数料が値上がりしないこ
と」は圧倒的多数に支持されるものである．が、ここでさらに電子自治体の利用イメージと費
用負担簡題を合わぜ分析する。中核市調査では住民票の写しの申請・交付を例に・「薪しい手
続き」の方法として下の5つの方法を提示し、それぞれ「手数料が倍になっても利用したい」
「手数料の値上がりが1OO円程度なら利用Lたい」「手数料が今のままなら利用したい」「手数料
に．関係なく利用したくない」「わからない」の5段階で利用意向をたずねた。
　図一5に示すように「新しい手続き」の
5項目のうち「ATMのような端末で申請し、
すぐに交付される」は、「手数料が今のま
まなら（47．3％）」「手数料が1OO円程度の
値上がりなら（21．8％）」との条件ならば
利用意向が高い傾向にあり、一対比較で
の質間と同様に、所要時間が短縮される
ことが重視されていることがわかる。
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図二5　「新しい手続き」の方法と費用負担との関係
　一方で「手数料が倍になっても利用したい」割合が最も高いのは「自宅で申請してすぐに
受け取れる（呂、6％）」という利用方法で、割合は全体としては高くはないが、利便性の向上
に応じて白い費用写担が発生しても利用を希望する人も見受けられる。これを年代別に手続
き方法をクロスさせたものを表一10に示す。「手数料が倍になっても利用したい」の合計が最’
も多い3ト4仰は約・分の1を占めてしiる・その方法としては・r自宅で申請してすぐに受け’
取れる」が他の隼代に比べても目立って高い傾向にあることが見て取れる。
表一9「手数料が倍になっても使いたい」回答者の年代別利用イメージ（中核市部調査）
一20代（n＝194〕
　　　蹄
ヨo，40代（血＝Io‘〕
　　％
50＾‘O代（皿＝69〕
　　％
　　計
①ATMのよう②＾TMのよう
に十即時発行　　に十ヨ目以内発
　　　　　行
　　　　7　　　　　　　6
　　　ヨ．‘乾　　　　　　　　ヨ．1兜
　　　　5　　　　　　　5
　　　4．7％　　　　　　　4．7兜
　　　　6　　　　　　　ヨ
　　　9，O拓　　　　　　　4．ヨ％
　　　　1章　　　　　一4
③自宅下十即時④自宅で十ヨ目
発行
　14
7．2毘
　1ヨ
12、ヨ％
　5
7，1％
　ヨ2
以内発行
　l1
5，6％
　7
6、‘％
　ヨ
4．ヨ％
　21
⑤茄一ド覇入で　　　計
書面手続き不要　（各年代の合計
　　　　　に占め届割合〕
　　　　12　　　　　　　50
　　　‘．2暢　　　　　　　　25．呂毘
　　　　フ　　　　　ヨ7
　　　6．‘兜　　　　　　　ヨ4、蓼晃
　　　　5　　　　　　　22
　　　7，1呪　　　　　　　ヨー、，暢
　　　　24　　　　　　10，
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　費用負担と利用イメージについての調査結果をまとめると、電子自治体サービスに十るメ
リットの享受は、費’用負担が無い、あるいは非常に軽いことがあるが、申でも「自宅から」
「すぐに交付」などの・利便性の高いサービスは、手数料が倍程度負担してもよいという利用二
一ズが中年層を中心に顕在している二
　W巳bを活用した民間のネットサービスによる物品の販売、予約などはサーピスの改善によ
り店頭販売や電話予約よりも割引率を高く設定するサービスが珍しくない現状を考慮すると、
少数派とはいえ電子自治体に対し費用負担が倍程度になっても便利に（時間の制約なく）使
い．たい、という層が存在していることは，注目すべき傾向であ乱
（6〕住民と行政’との距離
　電子自治体の導入は、住民と自治体との新たな関係を生み出すものと考えられ、電子自治
体は住民と行政との物理的・心理的な距離に変化をもたらすことが予想される。このような
視点から、電子自治体の本格的な導入直前である調査時期においては、住民は自治体に対し
てどのような距離感を持っているか、．またその要因について把握するため、山間部調査では、
新たに「役場との距離」についての質問を追加した（表一11㌧
　この結果、自治体に対して「近い」と感じているのは全体の31．9％、「遠い」が25，3％と若
干「近い」との回答赤多く、これを性年代別にみると男女とも50歳以上の年代で「近い」の
回答が多数を占める傾向が見られる。
　距離を感じる理由については、「近い」理曲は主に実際の距離や行きやすさ、「遠い」垂由
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は所要時間や手続きのやり方など物理的・な距離以外の理由も上位に挙げられている（図一6）。
図一6距離感を感じる理由（山間部調査〕
5．おわりに
　今後・電子的な手続きが住民の生活に浸透していくことは間違いないことであるが、その
際に住民と役場とはどのような関係を築くのか、ということを意識するか、しないかが午一
ビスの展開に大きな差を生むことと思われる。役場との距離についての住民アンケート結果
では役場を「遠い」と感じる理由が「役場あやり方」などであることか亭、電子自治体の進
め方次第で心理的な距離を埋めることができるとの見方もできる。今回の自治体調査から情
報シ・ステムの種類を問わず導入方法としてパソケージを導入する方針を示す自治体の回答が
多かったが、’バッケrジを導入するとLても地域住民の二一ズに即Lた戦賂的な導入が必要
である。
　r平成の木合併」により新潟県の市町村も大きな改革幸余儀なくされる。市町村の数は今回
の調査時点である平成14年の’ll1団体から徐々に合併が進み平成17年1月1日には78団体、同年
年4月1日には半数以下の50団体になる見通しである。市町村合併を機に電子自治体の実現に
向けた勲きが一気に加速する自治体もあると考えられる。
　今後は・市町村合併が進むなかでの電子自治体の方向性を改めて調査していくとともた、
住民からみて電子自治体の窓□となる「ホームページの役割」が新た．な研究課題となると考
一25呂一
えられる。地方自治体のインターネット事業およびホームページは1990年代半ばから取り組
みが本格化し、この数年が事業の見直しの時期となり、多くの自治体でホームページのリニ
ューアルに伴い広報広聴セクション・情報事業ヤクションといった部署の役割分担を見直す’
動きが見られる。．市町村合併とこう・した情報化事業再編の動きが両輪となり、電子自治体に
どのように近づいていくのかを、新たな調査分析を通して見据えたいと考えてい孔
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